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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期累計期間
第54期

第３四半期累計期間
第53期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 3,763,406 3,843,168 4,969,487

経常利益 （千円） 299,213 266,605 400,844

四半期（当期）純利益 （千円） 193,194 170,715 247,545

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 554,000 554,000 554,000

発行済株式総数 （株） 4,884,000 4,884,000 4,884,000

純資産額 （千円） 4,986,283 5,171,928 5,043,083

総資産額 （千円） 7,129,974 7,354,272 7,211,985

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 40.15 35.48 51.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 10.00

自己資本比率 （％） 69.9 70.3 69.9

 

回次
第53期

第３四半期会計期間
第54期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 15.38 7.48

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

 　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善により景気の緩やかな回復基調が続

いているものの、国内の人手不足や物流費の上昇等、先行きは依然として不透明な状況となっております。

　このような状況下において、生産量につきましては、段ボールシート49百万㎡(前年同四半期比1.2％増)、段

ボールケース30百万㎡(前年同四半期比2.7％増)となりました。

　　また、当第３四半期累計期間の業績は、売上高3,843百万円(前年同四半期比2.1％増)となりました。利益面に

つきましては、経常利益266百万円(前年同四半期比10.9％減)、四半期純利益170百万円(前年同四半期比11.6％

減)となりました。

　販売品目別の概況は次のとおりであります。

　　(イ) 段ボールシート

　　売上高は817百万円

　　総売上高に占める割合は21.3％です。

　　(ロ) 段ボールケース

　　売上高は2,460百万円

　　総売上高に占める割合は64.0％です。

　　(ハ) ラベル

　　売上高は133百万円

　　総売上高に占める割合は3.5％です。

　　(ニ) その他（主に包装資材）

　　売上高は431百万円

　　総売上高に占める割合は11.2％です。

　当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ142百万円増加し、7,354百万円となりまし

た。

　負債は、前事業年度末に比べ13百万円増加し、2,182百万円となりました。

　その結果、純資産は5,171百万円となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社を取り巻く事業環境は非常に競争が激しく、当社といたしましては、地域密着型経営をさらにきめ細かく行

い、当社の小ロット多品種・短納期の特徴を最大限に活かしていきます。また、営業面におきましては、年間を通

じて販売イベントを組み、売上高増進を図ると共に、取引先にデザインの提案ができる包装設計デザイン研究所と

連携を取りながら、受注量の増加をはかり安定経営を目指します。管理面におきましては、本社集中管理システム

をより充実させるため、内部監査と連携を取りながら、体制の確立を目指していきます。このことから経営面にお

きましては、迅速に日々の状況が把握でき適切な判断指示が出来るものと思われます。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　当社は、実質無借金会社であり、当面、資金の借入れの計画はありません。

 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社の経営陣は、月１回以上開催されます取締役会及び経営企画委員会にて会社の重要な方針や会社運営上必要

な事柄を話し合っております。経営企画委員会の下部組織として安全衛生、品質、清掃、生産性向上・改善の各委

員会を設けており、各委員会が業務の遂行を担っております。また、全事業部の責任者が一堂に会する統括職会議

においても、各委員会の状況を発表し推進しております。運営上不都合が生じた時は、管理部より取締役会及び経

営企画委員会に報告し見直しを行っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

 普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,884,000 　4,884,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

 　（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,884,000 4,884,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 4,884,000 － 554,000 － 566,030

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

大村紙業株式会社(E00682)

四半期報告書

 5/14



（７）【議決権の状況】

　 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   72,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,811,400 48,114 －

単元未満株式 普通株式      300 － －

発行済株式総数          4,884,000 － －

総株主の議決権 － 48,114 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大村紙業株式会社
神奈川県茅ヶ崎市甘

沼163の１番地
72,300 － 72,300 1.48

計 － 72,300 － 72,300 1.48

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,130,122 3,184,797

受取手形及び売掛金 1,178,055 ※ 1,252,405

商品及び製品 42,822 42,197

原材料及び貯蔵品 223,576 254,891

その他 50,132 58,746

貸倒引当金 △1,178 △1,252

流動資産合計 4,623,531 4,791,786

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 315,815 311,300

土地 1,391,532 1,391,532

その他（純額） 531,031 507,487

有形固定資産合計 2,238,379 2,210,320

無形固定資産 15,409 13,215

投資その他の資産   

投資有価証券 283,863 292,718

その他 56,206 55,971

貸倒引当金 △5,405 △9,740

投資その他の資産合計 334,664 338,949

固定資産合計 2,588,453 2,562,485

資産合計 7,211,985 7,354,272

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,074,225 1,214,798

未払法人税等 103,080 9,169

賞与引当金 76,922 35,208

その他 201,283 ※ 249,558

流動負債合計 1,455,511 1,508,733

固定負債   

リース債務 140,787 101,528

退職給付引当金 154,296 146,154

役員退職慰労引当金 401,405 409,026

その他 16,900 16,900

固定負債合計 713,389 673,610

負債合計 2,168,901 2,182,344
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 554,000 554,000

資本剰余金 566,030 566,030

利益剰余金 3,932,824 4,055,423

自己株式 △41,030 △41,030

株主資本合計 5,011,823 5,134,422

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 31,259 37,505

評価・換算差額等合計 31,259 37,505

純資産合計 5,043,083 5,171,928

負債純資産合計 7,211,985 7,354,272
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 3,763,406 3,843,168

売上原価 2,629,601 2,717,574

売上総利益 1,133,804 1,125,594

販売費及び一般管理費 840,327 861,613

営業利益 293,477 263,980

営業外収益   

受取利息 1,707 2,306

受取配当金 3,033 2,729

受取保険金 3,980 98

固定資産売却益 830 912

雑収入 1,269 1,305

営業外収益合計 10,821 7,351

営業外費用   

支払利息 2,370 1,868

売上割引 2,561 2,648

雑損失 152 209

営業外費用合計 5,084 4,726

経常利益 299,213 266,605

特別損失   

固定資産除却損 3,319 2,878

特別損失合計 3,319 2,878

税引前四半期純利益 295,894 263,727

法人税、住民税及び事業税 87,723 76,532

法人税等調整額 14,976 16,479

法人税等合計 102,700 93,012

四半期純利益 193,194 170,715
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理をしております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 50,571千円

その他（流動負債） － 7,732

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 124,191千円 119,997千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 48,117 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 48,116 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成29年

４月１日　至平成29年12月31日）

　　　　　　当社は、紙器梱包資材等の製造販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 40円15銭 35円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 193,194 170,715

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 193,194 170,715

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,811 4,811

　 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

大村紙業株式会社

取締役会　御中

 

仰星監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 川﨑　 浩 　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　 悟 　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大村紙業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第54期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大村紙業株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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